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論 文 内 容 の 要 旨 
 公営、公社、UR 都市機構の賃貸住宅を総称する公的賃貸住宅は、国民生活や住民の生
活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として、主として一定の質を持つ住戸数
の安定的確保を主な目標として整備されてきた。しかし、現在では、国民の高齢化、少子
化、人口減少が進行しており、今後の公的賃貸住宅、特に大規模に面的整備されてきた公
的賃貸住宅団地では、それらに対応した住民の生活の安定、地域社会福祉の向上が新たな
役割となっており、特に医療・福祉・子育て支援施設などの生活支援施設の整備により、
地域の生活拠点としての再編（再生・更新、今後の団地に求められる事業）が求められて
いる。このような課題に対し、多くの公的賃貸住宅団地では、駐車場が一般市街地と連続
する境界部分に集中して設けられ、周辺地域との断絶をもたらしており、かつ、地域に新
たに求められる施設・機能に相応しい位置と考えられる場合が多い。さらに、当初は緑地
として整備されたスペースが、増加し続けてきた住民保有の駐車のための場所として浸食
転用され、本来屋外空間としてのあるべき姿から逸脱してしまった例も多く見られる。一
般的に、都市や都市近郊部では自家用車の増加率は大きく減少してきており、行政が規定
している設置基準に適合している団地や、設置基準に至らない団地でも、多くの未利用の
駐車スペースが見受けられる例も多い。一方で、近年、我が国ではカーシェアリングの利
用が増大しており、団地内や近辺に設置される例も増えてきた。このような状況がある中
でも、一般的な集合住宅に限らず、公的賃貸住宅団地の建て替え、ストック活用型の団地
再編においても、量的な確保を目指して整備されてきた条例や開発指導要綱等に示された
設置基準に基づく行政指導を受けているのが現状である。車を巡る社会の変化に対応し、
団地に求められる新たな機能の導入、再編にも対応できる駐車場のあり方に対する考え方、
方針の見直しについて検討する必要が急務である。このような状況の中で、本論文は、団
地における駐車場整備の現状、団地住民と保有車両、駐車場に関する現状、団地住民のカ
ーシェアリングに対する現状と意向、行政における指導の現状等について丁寧で精緻な調
査を実施、その結果を踏まえ、現状と課題を明らかにしつつ、現在駐車場として使われて
いる部分について、新たな施設等の導入の可能性を論じ、実現するための駐車場再整備の
課題、考え方について論じた。本研究は、「駐車場の再構成」に着目し、多くの団地で求め
られる団地再編を促進させるための考え方とその根拠を示すとともに、将来の人口動態変
化にも対応できる駐車場構成・整備のあり方、考え方を示すものとして期待できる。  
 
 本論文は序章、本論 4 章、結論の 6 章から構成されている。  
 序章では、研究の背景と目的、意義を述べ、本研究が解決すべき課題を示した。また、
本論文の構成、研究・調査の方法について述べ、さらに既往の研究を概観し、研究の位置
づけを示した。  
 第 1 章では、大阪府下の団地における駐車場整備状況、居住世帯の駐車場利用状況、大
阪府下の市町村における駐車場の設置基準から、団地の既設駐車場が市町村の設置基準を
満たしていない団地の状況、既設駐車場の台数に余剰がある団地の状況を明らかにし、「駐
車場の再構成の方向」と再構成の方向からみた「駐車場整備のあり方」を示した。  
 第 2 章では、団地の居住世帯を対象とした調査結果から、団地における自家用車保有と
駐車場利用の実態、今後の駐車場の需要を明らかにし、「駐車場の再構成に向けた課題」と、
再構成に向けた課題からみた「駐車場整備のあり方」を示した。  
 第 3 章では、団地の居住世帯を対象とした調査結果から、カーシェアリングの普及によ
って削減できる自家用車の状況、転用が可能となる駐車場の状況を明らかにし、「駐車場の
再構成に向けた方法」と、再構成に向けた方法からみた「駐車場整備のあり方」を示した。  
 第 4 章では、大阪府下の市町村を対象とした調査結果から、市町村における共同住宅開
発時の駐車場設置の指導状況を明らかにし、「駐車場の再構成に向けた行政の課題」と、行
政の課題からみた「駐車場整備のあり方」を示した。  
 結論では、本論の第 1 章から第 4 章を総括し、明らかになった様々な調査結果を根拠と
して、団地再編のための「駐車場の再構成」により、団地に新たな機能の導入が可能なこ
とを明らかにし、「公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整備のあり方」を論じた。  
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 本研究は、「駐車場の再構成」の視点から、多くの団地で求められている団地再編を促進
させるための考え方とその根拠を示すとともに、将来の人口動態変化にも対応できる駐車
場整備のあり方、考え方を提示することを目指したものである。  
 第 1 章では、管理戸数 200 戸以上の大阪府営住宅 194 団地、府住宅供給公社 38 団地、
府内 UR 賃貸住宅 125 団地、計 357 団地 218,168 戸について、駐車場整備状況、居住世帯
の駐車場利用状況、府下 43 市町村が定める設置基準、団地の設置基準適合状況、余剰駐
車場団地の状況を調査し、その結果、市町村の設置基準を満たしていない不適格団地が全
体の 80%存在し、団地再編が急務となる昭和 40 年代団地では 87%が不適格である一方で、
それらのうちの 90%の団地で駐車場台数に余剰があり、かつ多くが転用可能な平面駐車場
であることを明らかにした。その結果、これらの団地の再編に際しての駐車場再構成の方
向性として、余剰駐車場を削減し団地再編に資する新たな機能用地として転用活用が可能
であること、そのために市町村の開発指導、設置基準の見直しが必要なこと、今後の開発
指導のあり方として転用可能なフレキシビリティを持つ指導、基準が必要なことを示した。 
 第 2 章では、現状余剰駐車場の多くない昭和 40 年代の都市郊外公的賃貸住宅団地とし
て、京都府八幡市男山団地（UR 賃貸 4600 戸、分譲 1300 戸）を対象に、自家用車保有と
駐車場利用の実態、今後の駐車場の需要を明らかにした。団地居住世帯の家族構成によっ
て、50 歳以下世帯は保有台数の増加が、60 歳以上世帯は減少が見込まれ、賃貸では増加
が、分譲では減少が見込まれることが明らかになり、子育て世代の転入を目指す男山団地
では、団地再編の進行に伴って将来の車保有台数の増加が見込まれること、それでも八幡
市の設置基準は下回ることを明らかにした。ここでの課題は、自家用車保有台数の削減、
保有率の変動に対応できる駐車場整備の考え方であり、空き地の増加する敷地外や廃校跡
地の活用、カーシェアリングの積極的な導入、他の共用空間と相互利用を可能とする駐車
場整備等により、現状の駐車場での再編機能の整備が可能となること、そのための市の設
置基準・開発指導の見直し、考え方の再編が必要かつ有効であることを示した。  
 第 3 章では、自家用車保有台数の削減に向けた検討として、UR 男山団地を対象として、
「カーシェアリング利用意向調査」「カーシェアリング利用実態調査」「自家用車利用状況
調査」を実施し、現在の状況下でのカーシェアリング導入による削減可能保有自家用車の
状況、転用可能駐車場の状況を予測した。管理戸数 4,602 戸、現状設置台数 2,570 で、第
2 章の調査からは、現状空き家の若年層世代の転入による不足台数 39 台という予測状況の
中で、主に中・高年の世帯においてカーシェアリングへの乗り換え意向が多く、保有自動
車の利用時間が少ないことを明らかにし、年間使用時間からの予測で、124 台が実現性の
高い削減台数、457 台が潜在的削減可能台数と予測し、不足台数を補ってかつ現状の駐車
場用地の転用の可能性を明らかにした。「駐車場の再構成に向けた方法」として、カーシェ
アリングの導入と普及に向けた施策の実施として、車両配置位置の検討、乗り換えインセ
ンティブの導入、コミュニティ・ビジネスとしてのカーシェアリング導入、設置基準の見
直しと考え方の再検討が必要かつ有効であることを示した。開発指導のあり方としても、
カーシェアリング導入による設置基準の見直しは、一般集合住宅にも適合できる視点であ
る。なお、UR 男山団地では、2013 年 11 月からカーシェアリング社会実験を開始、現在
も継続中であり、また、多数の利用住民の駐車場使用位置の変更承諾により 2014 年 11 月
に旧駐車場位置に地域包括ケア複合施設が開設されており、本研究成果が将来に効果的で
ある。  
第４章では、府下 43 市町村のうち建築主事のいる 42 市町村を対象に、「共同住宅開発
時の駐車場設置の指導状況調査」および、各市町村が公表している条例や指導要綱につい
ての「設置基準設定状況調査」を実施、設置基準以外の指導、規定の内容、設置基準の設
定根拠、公的住宅の開発における設置基準の緩和状況、今後の指導・規定の方向を整理し、
共同住宅開発における駐車場設置の指導状況を明らかにした。その結果、9 市町村におい
て「見直しはしないが規定を必要に応じて緩和する」意向を、7 市町村において「既定の
見直しについて考えている」現状を明らかにした。しかし、設置基準を満たす駐車場用地
の確保を前提に当面の設置台数を減らす等の対処療法的な措置も含まれており、一部の市
町村における現状の規定に対する問題意識を明らかにしたと同時に、従前の共同住宅開発
とは目的の異なる団地再編に対しての位置付けとしては問題意識も対応もなされていない
状況が明らかになった。「駐車場の再構成」の実現に向けた行政の課題は、それぞれの団地
により異なる状況にある団地再編における駐車場整備を「設置基準に於ける条件分けの一
分類とする」「別途協議による」等、指導・規定の中で団地再編を明確に位置づけ、市町村
の開発指導においても、駐車場を再構成し新たな機能や施設を導入するための空間活用を
目的とした「駐車場整備の指導体系」をつくる必要性について論じた。  
 以上、多くの丁寧で精緻な調査とそれに基づく考察から、団地の再編を促進するために
「駐車場の再構成」の視点が有効であること、行政指導の見直しをはじめとする様々な視
点からの「公的賃貸住宅団地の再編に向けた駐車場整備のあり方」が論じられ、団地再編
に取り組む関係者にとって多くの知見を含む有意義な成果となった。また、本研究成果は、
団地再編に有効であるだけでなく、駐車場設置に関する議論の新たな視点を社会に提示し
ており、その意味からも価値のある研究成果と言える。  
 よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。  
 
